
平群町公告８号 

 

住民情報システムサーバ賃貸借業務にかかる一般競争入札（条件付）公告 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67条）第 234条第 1項の規定により、次のとおり一般競争入札（条件付）

を実施する。 

令和７年 ５月 ９日 

平群町長 西脇 洋貴 

1. 入札に関する事項 

2. 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

3. 入札保証金及び契約保証金 

4. 競争入札参加資格の確認の手続き 

5. 競争入札参加者の決定 

6. 仕様書等に対する質疑の受付及び回答 

7. 入札書の提出 

8. 開札日時等 

9. 入札の際の注意事項 

10. 無効の入札 

11. 落札者の決定 

12. 問合せ先 

 

 

1. 入札に関する事項 

(1) 番号  発注第７－１号 

(2) 件名  住民情報システムサーバ賃貸借業務 

(3) 業務概要 標準化法に伴う地方公共団体情報システムの標準化における、 

        住民情報システムの本番環境サーバおよびダウンリカバリサーバ(DRSV)の 

        ミドルウェア等とサーバ機器等の賃貸借業務。 

        対象物件はデジタル基盤改革支援補助金の補助対象外であって、 

平群町の住民情報システムの現行業者である日本電子計算㈱が指定するもの。 

対象物件の金額は 27,800,000円(消費税抜)。 

この経費を単年でなく60か月に平準化して支払うためリース会社を選定する。 

平群町、日本電子計算㈱、落札業者の間で三者契約を締結する。 

（賃貸者期間：令和７年１１月１日から令和１２年１０月３１日） 

(4) 期間  契約日から令和１２年１０月３１日 

(5) 入札保証金 免除（平群町契約規則に定めるところによる） 

(6) 入札方法 郵便入札 

(7) 入札回数 ２回 



2. 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

次に掲げる条件をすべて満たし、この業務に係る競争入札参加資格の確認を受けた者のみが、この

業務の競争入札に参加できる。 

・資格に関する条件 

(1) 令和６・７年度の平群町入札参加資格審査申請書を提出しており「物品・その他」のうち、

以下(ア)において希望業種として登録されている者。 

(ア)：Ｎ賃貸業務 １賃貸業務 ②コンピュータ類 

なお、新たに入札参加資格(ア)を得ようとする者は、町ホームページに掲載している「入札

参加資格審査申請データ一式（新規）」の指名願要領を確認してください。 

(2) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16条）第 167条の 4の規定に基づく資格制限に該当

しない者。 

(3) 公告から入札までの間において、平群町の指名停止基準に基づく指名停止期間中でない者。 

(4) 会社更生法（平成 14年法律第 154号）第 17条の規定による更生手続き開始の申立て（同

法附則第 2条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」

という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号。以下「旧法」

という。）第 30条の規定による更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者、又は申立

てをされていない者であること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事件

に係る旧法に基づく更生手続開初の決定を含む。）を受けた者については、更生手続開始の

申立てをしなかった者、又は申立てをなされなかった者とみなす。 

(5) 平成 12 年 3 月 31 日以前に民事更生法（平成 11 年法律第 225 号）附則第 2 条による廃止

前の和議法（大正 11年法律第 72号）第 12条第 1項の規定による和議開始の申立てをして

いない者であること。 

(6) 平成 12年 4月 1日以降に民事再生法第 21 条の規定による再生手続開始の申立てをしてい

ない者、又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基づく再生手続開始

の決定を受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた者については、再生手続開

始の申立てをしなかった者、又は申立てをなされなかった者とみなします。 

(7) プライバシーマークの認証もしくは ISO／IEC27001（ISMS）の認証を取得している者。 

 

3. 入札保証金及び契約保証金 

免除（平群町契約規則（平成 20年 12月平群町契約規則第４条）に定めるところによる） 

  



4. 競争入札参加資格の確認の手続き 

この業務の競争入札に参加しようとする者は、あらかじめ、競争入札参加資格確認申請書等を町長

に提出し、資格に関する条件（1）（7）を満たすことの確認を受けなければならない。受付期間中に

申請書及び資料を提出しない者、又は資格に関する条件（1）（7）の確認を得る事ができなかった者

は、この競争入札に参加することができない。 

(1) 申請書等の配布 

(ア) 配布期間 令和７年５月９日から令和７年５月２３日まで 

(イ) 配布方法 平群町ホームページからダウンロード 

(2) 申請書等の提出 

(ア) 期限 令和７年５月２３日午後５時 

(イ) 提出先 〒６３６－８５８５ 奈良県生駒郡平群町吉新１－１－１ 

平群町役場 政策推進課 情報政策係 

(ウ) 提出方法 特定記録や書留郵便等、送達の追跡ができるもの。持参不可。 

(エ) 提出書類 ・（様式 1-1）競争入札参加資格確認申請書 

・プライバシーマークの認証または ISO／IEC27001の認証を 

取得していることを証明するものの写し 

 

5. 競争入札参加者の決定 

(1) 資格に関する条件（1）（7）の確認結果については、令和７年５月２６日までに、確認結果通知

を Eメールに添付して送信する。 

(2) 資格に関する条件（1）（7）の確認結果の通知を受け、条件を満たすことの連絡を受けた者は、

以後の手続きについて入札執行者の指示に従うものとし、指示に従わない時は競争入札参加資

格を取り消す場合がある。 

(3) 資格に関する条件（1）（7）の確認結果の通知を受け、条件を満たさなかった者は、その理由に

ついて以下のとおり説明を求めることができる。 

(ア) 期限 令和７年５月２８日午後５時 

(イ) 提出先 平群町役場 政策推進課まで、配達記録や書留郵便等または持参にて。 

様式任意。 

(ウ) 回答 令和７年５月３０日までに Eメールで回答する。 

 

 

6. 仕様書等に対する質疑の受付及び回答 

(1) 質疑の受付 

資格に関する条件（1）（7）を満たすことの確認を受けた者は、仕様書の内容について質疑を提

出することができる。質疑が無い場合、提出の必要はない。 

(ア) 提出期限 令和７年５月２７日午後５時 

(イ) 提出書類 （様式 2）質問票  ※「入札仕様書等データ一式」に含まれる様式を使用 

(ウ) 提出方法 Eメールに添付（宛先は競争入札参加資格の確認結果通知に記載） 



(2) 質疑の回答 

資格に関する条件（1）（7）を満たすことの確認を受けた者に、令和７年５月２８日までに質疑

の回答をメールで送信する。一件も質疑がない場合はその旨を通知する。 

 

7. 入札書の提出 

(1) 提出期限 令和７年６月４日午後５時 

(2) 提出方法 配達記録や書留郵便等、送達の追跡ができるもの。持参不可。 

(3) 提出先  〒６３６－８５８５ 奈良県生駒郡平群町吉新１－１－１ 

平群町役場 政策推進課 情報政策係 

 

8. 開札日時等 

(1) 開札日時 令和７年６月５日午前９時 

(2) 開札場所 平群町役場 第１会議室 

 

9. 入札の際の注意事項 

(1) 入札書に記載された金額に消費税を加算した金額（当該金額の 1 円未満の端数があるときは、

その端数金額を切捨てた額）をもって落札額とするので、入札参加者は消費税に係る課税事業

者であるかを問わず見積もった契約希望額の消費税を除いた額を入札書に記載すること。 

(2) 資格に関する条件（1）（7）を満たすことの確認を受けた者が入札を辞退する場合、入札辞退届

の提出が必要である。入札辞退届を入札書提出期限までに担当課へ到着するよう郵送すること。

到着しなかった場合は、指名停止に該当する。 

(3) 入札者で開札に出席を希望する場合は、開札予定時刻までに、資格に関する要件（1）（7）の確

認結果通知書を携帯して出席すること（代理人が出席する場合は、委任状が必要）。 

(4) 入札者の開札出席は、1名とする。 

 

10. 無効の入札 

次の各号に該当する場合は、失格とする。 

(1) 入札に参加する資格のない者がした入札 

(2) 1つの入札に複数の入札書を入れた入札 

(3) 加除訂正されている入札書 

(4) 記載された文字を容易に削除することができる筆記用具を用いて記入された入札書 

(5) 入札に際して公正な入札の執行を害する行為があったと認められる入札 

(6) その他、入札条件に違反したと認められる者による入札 

 

11. 落札者の決定 

(1) 入札書比較価格（消費税を除いた額）以下で最低の価格で入札した者を落札者とする。 

(2) 同価格入札者が 2 名以上あった時は、開札に引き続き、同価格入札者がくじを引き落札者を決

定する。 



(3) 開札に参加しない同価格入札者の入札（くじ引き）は、当該入札事務に関係のない職員にくじ

を引かせるものとする。 

(4) くじ引きを同価格入札者が代理人へ委任する場合は、委任状が必要である。 

 

12. 問合せ先 

〒６３６－８５８５ 奈良県生駒郡平群町吉新１－１－１ 

平群町役場 政策推進課 情報政策係 

（電話 ０７４５－４９－０１９５） 

 

なお賃貸借対象物件に関する問い合わせは、日本電子計算㈱の営業担当者に問い合わせること。 

（問い合わせ先の情報については「入札仕様書等一式」の特記仕様書を参照） 

 

 

以上 


